
高松市産業廃棄物処理等指導要綱 

 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この要綱は、産業廃棄物の処理に関し必要な事項を定めることにより、産業廃棄物の適正

な処理と生活環境の保全を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

 (１) 法 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）をいう。 

 (２) 政令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）をいう。 

 (３) 省令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号）をい

う。 

(４) 産業廃棄物 法第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう。 

 (５) 事業者 産業廃棄物を排出する事業者をいう。 

 (６) 処理業者 収集運搬業者及び処分業者をいう。 

 (７) 収集運搬業者 法第１４条第１２項に規定する産業廃棄物収集運搬業者及び法第１４条の

４第１２項に規定する特別管理産業廃棄物収集運搬業者をいう。 

 (８) 処分業者 法第１４条第１２項に規定する産業廃棄物処分業者及び法第１４条の４第１２

項に規定する特別管理産業廃棄物処分業者をいう。 

 (９) 県外産業廃棄物 県外において生じた産業廃棄物をいう。 

 (10) 指定県外産業廃棄物 非常災害（災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)第２条第１

号に規定する災害をいう。以下同じ。）の発生により県外において適正な処理が困難となっ

た県外産業廃棄物であって、循環的な利用に供されないものをいう。 

 (11) 処分施設 法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設その他の産業廃棄物の中間処

理又は最終処分の施設をいう。  

(12) 許可施設 処分施設 処分施設のうち、法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設

をいう。 

 (13) 許可施設設置者 法第１５条第１項又は第１５条の２の６第１項の許可を受けた者をい

う。 

 (14) 許可施設設置予定者 法第１５条第１項又は第１５条の２の６第１項の規定による許可の

申請を行おうとする者をいう。 

 (15) 処分業対象施設設置予定者 産業廃棄物の処分の業の用に供する処分施設（法第１５条第

１項に規定する産業廃棄物処理施設を除く。）の設置又は変更（法第１４条の２第１項若し

くは法第１４条の５第１項の許可を伴う場合又は法第１４条の２第３項若しくは第１４条の

５第３項において準用する法第７条の２第３項の届出を伴う場合に限る。）を行おうとする

者をいう。 



 （市の責務） 

第３条 市は、産業廃棄物の適正な処理を推進するため、事業者及び処理業者を指導し、監視し、

及び適正処理の意識の啓発を図るとともに、処理業者の団体の健全な育成及び指導に努めるもの

とする。 

２ 市は、市内における産業廃棄物の発生量、処理状況等を定期的に調査し、その適正な処理が図

られるよう努めるものとする。 

３ 市は、関係機関等の協力を得て、産業廃棄物の不法投棄等を防止するための指導及び監視に努

めるとともに、不法投棄等の不適正な処分を行った者に対し、適切な措置を講ずるよう求めるも

のとする。 

 （事業者及び処理業者の責務） 

第４条 事業者及び処理業者は、産業廃棄物の処理を行う場合には、法令（国が定める処理ガイド

ライン又は処理に関する技術指針を含む。）の規定によるほか、この要綱の規定を遵守しなけれ

ばならない。 

   第２章 事業者及び処理業者の処理 

 （事業者の処理） 

第５条 事業者は、産業廃棄物の適正な処理を確保するため、事業場ごとに産業廃棄物管理責任者

を置かなければならない。ただし、事業者が自ら産業廃棄物管理責任者となる事業場、法第１２

条第８項の規定により産業廃棄物処理責任者を置く事業場又は法第１２条の２第８項の規定によ

り特別管理産業廃棄物管理責任者を置く事業場については、この限りでない。 

２ 事業者は、あらかじめ調査して、産業廃棄物の性状、組成等を把握しなければならない。この

場合において、廃棄物データシート（廃棄物情報の提供に関するガイドライン－ＷＤＳガイドラ

イン－（第２版）に記載されている廃棄物データシートのことをいう。）その他廃棄物データシ

ートに準じた廃棄物の性状等の調査結果を記載した書類を、当該産業廃棄物の発生源別に作成し

５年間保存しなければならない。ただし、市長が当該書類の作成を行う必要がないと認めた産業

廃棄物については、この限りでない。 

３ 前項に規定する調査は、次により実施するものとする。 

 (１) 同一の製造又は加工の工程であって、同一の原材料を使用し、かつ同質の産業廃棄物を反

復継続して排出する場合は、年１回以上 

 (２) 製造若しくは加工の工程又は使用原材料を変更した場合は、当該変更の都度 

 (３) 前２号に規定する場合以外の場合は、産業廃棄物を排出する都度 

４ 事業者は、省令第８条の５第１項第１号に規定する記載事項に準じた事項を記載した帳簿を備

え、当該帳簿を１年ごとに閉鎖し、閉鎖後５年間事業場ごとに保存しなければならない。 

５ 事業者は、産業廃棄物の処理を委託して行う場合には、政令第６条の２又は第６条の６に規定

する基準のほか、次によらなければならない。 

 (１) 委託しようとする処理業者に対し、あらかじめ、許可証の提示を求め、その事業の範囲を

確認するとともに、当該処理業者が設置している処分施設の現況等について実地調査を行う

等、処理を委託しようとする産業廃棄物が適正、かつ、速やかに処分できる状態であること



を確認した上で、書面により委託契約を締結すること。 

 (２) 産業廃棄物の処理を処理業者に委託した場合は、第２項に規定する書類の写しを当該事業

者に交付すること。 

 （処理業者の処理） 

第６条 処理業者は、事業者から産業廃棄物の処理を受託する場合は、あらかじめ、前条第２項に

規定する書類の写しの提出を求め、当該産業廃棄物の処理が、事業の範囲に含まれるものである

ことを確認するとともに事業者からの適正処理のための指示を遵守しなければならない。 

２ 収集運搬業者は、産業廃棄物の収集又は運搬を行うときは、当該収集又は運搬をする車両に許

可証の写しを備え付けなければならない。 

   第３章 県外産業廃棄物の処理 

 （県外産業廃棄物の処理） 

第７条 事業者は、市内において、自ら又は他人に委託して県外産業廃棄物を処分し、又は保管す

ることができない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。  

(１) 香川県における県外産業廃棄物の取扱いに関する条例（平成１３年香川県条例第５８号。以

下「県条例」という。）第１３条第２項において読み替えて準用する県条例第６条第１項に規

定する協議結果通知書の交付を受けた事業者又は県条例第１３条第２項において読み替えて準

用する県条例第７条第３項に規定する変更協議結果通知書の交付を受けた事業者が、当該協議

結果通知書又は変更協議結果通知書に係る県外産業廃棄物を自ら又は他人に委託して処分し、

又は保管する場合 

(２) 指定県外産業廃棄物を自ら又は他人に委託して処分（埋立処分を除く。この号及び第７条の

２から第７条の５までにおいて同じ。)し、又は保管する場合であって、当該非常災害が発生

した区域の生活環境の保全の観点から、市内において当該指定県外産業廃棄物を処分し、又は

保管する必要があり、かつ、当該処分又は保管をすることにつき、生活環境の保全上支障がな

いと市長が認める場合 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市内において事業者が次に掲げる処分又は保管をする場合であ

って、かつ、生活環境の保全上支障がないと市長が認める場合 

ア 国内に処理できる処分業者の数が少ない産業廃棄物について、当該産業廃棄物の処分が可

能な施設を有する市内の処分業者が行う県外産業廃棄物の処分 

イ 市内の処分施設等で行う試験研究のための県外産業廃棄物の処分 

ウ 事業者が、他の都道府県で実施した事業により発生した産業廃棄物の再生利用を促進する

ため、一括して委託処理できるよう、市内の集積所で行う県外産業廃棄物の一時的な保管 

エ 新たに許可を取得予定の市内の安定型最終処分場（産業廃棄物の処理に係る特定施設の整

備の促進に関する法律（平成４年法律第６２号）第２条第２項第１号に規定する安定型最終

処分場をいう。以下同じ。）で行う安定型産業廃棄物（県外産業廃棄物であって、政令第６

条第１項第３号イに規定するものに限る。）の処分であって、埋立終了後の跡地利用（商業

施設、工業施設、物流施設等市勢の発展に寄与する用途に利用するため早期の土地造成を行

うもので、市の施策の実施に支障がないものに限る。）を含む計画に基づくもの 



（指定県外産業廃棄物処理に係る処理業者等の事前協議等） 

第７条の２ 市内において指定県外産業廃棄物を処分し、又は保管を行おうとする者は、あらかじ

め、市長に協議しなければならない。 

２ 前項の規定による協議をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した指定県外産業廃棄物処

理協議書（様式第１号）（以下「指定県外協議書」という。）を市長に提出しなければならない。 

 (１) 指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行おうとする者の氏名又は名称及び住所並びに法人

にあっては、代表者の氏名 

 (２) 指定県外産業廃棄物を排出する事業場の名称及び所在地並びに当該事業場が建設工事等の

現場である場合にあっては、発注者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、代表者

の氏名 

 (３) 処分方法又は保管方法ごとの指定県外産業廃棄物の種類及び量 

 (４) 指定県外産業廃棄物を処分する場合にあっては、施設ごとの所在地、種類、設置場所及び

処理能力 

 (５) 指定県外産業廃棄物を保管する場合（処分前の保管を除く。以下この条から第７条の４ま

でにおいて同じ。）にあっては、保管を行う全ての場所の所在地及び面積並びに積替えのた

めの保管上限及び積み上げることができる高さ 

 (６) 指定県外産業廃棄物を処分又は保管する場合に伴う生活環境保全のための必要な措置 

 (７) 当該非常災害が発生した日及び地域 

 (８) 指定県外産業廃棄物を処分し、又は保管する期間 

 (９) 指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行う業務を統括管理する者の氏名及び連絡       

先 

 (10) 指定県外産業廃棄物の発生から指定県外産業廃棄物を処分した後の産業廃棄物の処分を行

うまでの一連の行程並びにその各工程を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は、その代表者の氏名 

 (11) 指定県外産業廃棄物を処分した後の産業廃棄物の処分に関する次に掲げる事項 

   ア 処分方法ごとの産業廃棄物の種類及び量 

   イ 施設ごとの所在地及び種類 

 (12) 指定県外産業廃棄物を市内で処分し、又は保管する理由 

３ 前項に規定する指定県外協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。ただし、

第２号に掲げる書類の全部又は一部について、市長が添付する必要がないと認める場合は、この

限りでない。 

 (１) 指定県外産業廃棄物の発生工程を説明する書類等 

 (２) 指定県外産業廃棄物に係る第５条第２項本文に規定する書類(指定県外協議書を提出しよ

うとする日前６月以内に実施したものであって、放射性物質及びこれによって汚染された廃

棄物の有無を記載したものに限る。)の写し 

 (３) 運搬経路を示す書類等 

 (４) 県外の事業者が指定県外産業廃棄物の処分を委託する場合にあっては、当該委託契約書の



写し又は受託承諾書及び処分を行おうとする者に係る省令第１０条の６の許可証の写しその

他の処分を行おうする者が当該処分を業として行うことができる者であることを証する書類 

 (５) 県外の事業者が指定県外産業廃棄物の保管を委託する場合にあっては、当該委託契約書の

写し又は受託承諾書及び保管を行おうとする者に係る省令第１０条の２の許可証の写しその

他の保管を行おうする者が当該収集又は運搬を業として行うことができる者であることを証

する書類 

 （指定県外産業廃棄物の処分又は保管に関する基準） 

第７条の３ 市長は、前条第２項の規定による指定県外協議書の提出があったときは、次に定める

処分又は保管に関する基準に適合するものであるかどうかについて審査するものとする。 

(１) 指定県外産業廃棄物を処分する場合 

   ア 指定県外産業廃棄物を市内で処分しなければならない相当の理由があること。 

   イ 処分を行おうとする指定県外産業廃棄物の種類及び量が処分施設の処理能力に見合うこ

と。 

   ウ 周辺地域の生活環境の保全について必要な措置が講じられていると認められること。 

   エ 指定県外産業廃棄物の排出事業場（事業者の事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業場

をいう。以下同じ。）から処分施設までの当該指定県外産業廃棄物の運搬の経路が明確で

あること。 

   オ 指定県外産業廃棄物の処分に併せて放射性物質及びこれによって汚染された物を処理し

ないこと。 

   カ 処分に伴う廃棄物が処分を行う前の指定県外産業廃棄物に比べ、大幅に体積が減少する

ことが見込まれること。 

 (２) 指定県外産業廃棄物を保管する場合 

   ア 指定県外産業廃棄物を市内で保管しなければならない相当の理由があること。 

   イ 保管の場所から保管を行おうとする指定県外産業廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に

浸透し、並びに悪臭が発散しないように必要な措置を講じられていること。 

   ウ 指定県外産業廃棄物の排出事業場から保管施設（産業廃棄物を保管する施設をいう。）

までの当該指定県外産業廃棄物の運搬の経路が明確であること。 

   エ 指定県外産業廃棄物の保管に併せて放射線物質及びこれによって汚染された廃棄物を処

理しないこと。 

２ 前項の規定による審査に当たっては、必要に応じ、関係市町長及び生活環境の保全について専

門的な知識を有する者の意見を聴くものとする。 

３ 市長は、第１項の基準に適合していると認めるときは、次に掲げる事項を記載した通知書（以

下「指定県外協議結果通知書」という。)を前条第１項の協議をした者に交付するものとする。 

 (１) 指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行うに当たり遵守すべき事項 

 (２) 当該指定県外産業廃棄物に係る非常災害が発生した日及び指定県外産業廃棄物の処分又は

保管を行うことができる期間 

 (３) その他当該処分又は保管が適正に行われるために必要な事項 



４ 市長は、第２項の規定により関係市町長の意見を聴いて第１項に規定する審査及び前項に規定

する指定県外協議結果通知書の交付を行ったときは、当該関係市町長に指定県外協議結果通知書

の写しを添付して通知するものとする。 

５ 第３項第２号に規定する処分又は保管を行うことができる期間は、処分する場合にあっては当

該非常災害が発生した日から１年以内、保管する場合にあっては同日から６月以内とする。 

 （指定県外協議書の内容の変更） 

第７条の４ 指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行う者は、指定県外協議書の内容を変更(第４

項に規定する変更を除く。)しようとするときは、その旨を記載した指定県外産業廃棄物処理変

更協議書(様式第１号の２)(以下「指定県外変更協議書」という。)を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の指定県外変更協議書には、第７条の２第３項各号に掲げる書類のうちその内容の変更に

係る書類を添付しなければならない。 

３ 第７条の２第２項及び前条の規定は、第１項の規定による指定県外変更協議書について準用す

る。 

４ 指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行う者は、第７条の２第２項第１号、第２号(指定県外

産業廃棄物を排出する事業場の所在地を除く。)、第９号及び第１０号(収集又は運搬をする者に

限る。)に掲げる事項並びに同条第３項第３号の規定により提出した運搬経路を変更したとき

は、変更の日から１０日以内にその旨を記載した届出書(様式第１号の３)を市長に提出しなけれ

ばならない。 

５ 市長は、指定県外産業廃棄物の処分又は保管を行う者が前項の届出をした場合において、当該

届出に係る事項が、前条第３項に規定する指定県外協議結果通知書の記載事項に該当するとき

は、当該指定県外協議結果通知書の書換えを行い、これを交付するものとする。 

 （指定県外産業廃棄物の処分に関する報告） 

第７条の５ 指定県外協議結果通知書の交付を受けた者は、当該通知書に係る指定県外産業廃棄物

の処分を行ったときは、指定県外協議結果通知書に定める期間の末日から１０日以内に法第１２

条の３第１項に規定する管理票の写しその他の当該指定県外産業廃棄物の処理の状況を示す書類

とともに、指定県外産業廃棄物の処分実績報告書(様式第１号の４)を市長に提出しなければなら

ない。 

 （県外産業廃棄物処理事前協議等） 

第８条 第７条第１項ただし書（条第３号に該当する場合に限る。）の規定の適用を受けようとす

る事業者（同号エに掲げる処分をする場合にあっては、事業者、中間処理事業者、最終処分業者

及び跡地利用者又は跡地開発事業者。以下この条及び第１０条において同じ。）は、あらかじ

め、市長に協議しなければならない。 

２ 前項の規定による協議をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した県外産業廃棄物処分

（保管）協議書（以下「県外協議書」という。）を市長に提出しなければならない。 

 (１) 事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、代表者の氏名 

 (２) 県外産業廃棄物を排出する事業場の名称及び所在地並びに当該事業場が建設工事等の現場



である場合にあっては、発注者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、代表者の氏

名 

 (３) 処分方法又は保管方法ごとの県外産業廃棄物の種類及び量 

 (４) 県外産業廃棄物を処分し、又は保管する施設の所在地及び処理能力（最終処分場にあって

は、埋立容量をいう。以下同じ。） 

 (５) 県外産業廃棄物を処分し、又は保管する期間 

 (６) 運搬の方法及び当該運搬に伴う生活環境の保全のための必要な措置 

 (７) 県外産業廃棄物の市内への搬入に関する業務を統括管理する者の氏名及び連絡先 

 (８) 県外産業廃棄物の収集・運搬若しくは処分又は保管を他人に委託する場合は、委託しよう

とする処理業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、代表者の氏名 

(９) 県外産業廃棄物を市内で処分し、又は保管する理由 

 (10) 第７条第１項第３号エに掲げる処分をする場合にあっては、最終処分場で実施する水質検

査の回数と実施月 

３ 県外協議書は、第７条第１項第３号アからウまでに掲げる処分又は保管に係るものについては

様式第１号の５、同号エに掲げる処分に係るものについては様式第１号の６による。 

４ 県外協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。ただし、第３号に掲げる書類

及び第４号に掲げる試験結果成績書の全部又は一部について、市長が添付する必要がないと認め

る場合は、この限りでない。 

 (１) 県外産業廃棄物の発生工程を説明する書類 

 (２) 県外産業廃棄物の発生から県外産業廃棄物を処分した後の産業廃棄物の処分を行うまでの

一連の処理フロー図 

 (３) 県外産業廃棄物に係る第５条第２項に規定する書類（県外協議書を提出しようとする日前

６月以内に実施したものであって、放射性物質及びこれによって汚染された廃棄物の有無を

記載したものに限る。）の写し 

 (４) 次に掲げる項目に関する試験結果成績書の写し 

   ア 廃棄物の組成・成分情報 

   イ 特定有害廃棄物 

   ウ その他含有物質 

 (５) 運搬経路図 

 (６) 県外産業廃棄物の収集・運搬若しくは処分又は保管を他人に委託する場合にあっては、委

託契約書の写し又は受託承諾書及び受託者の産業廃棄物処理業又は特別管理産業廃棄物処理

業の許可証の写しその他の受託者が他人の産業廃棄物の収集・運搬若しくは処分又は保管を

業として行うことができる者であって委託しようとする産業廃棄物の収集・運搬若しくは処

分又は保管がその事業の範囲に含まれるものであることを証する書類 

(７) 第７条第１項第３号エに掲げる処分をする場合にあっては、埋立終了後の事業計画書（様

式第１号の７） 

(８) その他市長が別に定める書類 



５ 市長は、第７条第１項第３号エに掲げる処分に係る県外協議書の提出があったときは、香川県

知事及び中間処理施設の設置市町長に当該県外協議書の写しを送付し、意見を聴くものとする。 

６ 事業者は、前項の規定により県外協議書の写しの送付を受けた香川県知事から説明の求めがあ

ったときは、その内容について香川県知事に説明しなければならない。 

７ 市長は、第５項の県外協議書の提出があったときは、土地利用等に関係する法令等を所管する

行政機関等(以下「行政機関等」という。)に当該県外協議書の写しを送付し、意見を聴くものと

する。 

（通知書の交付等） 

第９条 市長は、前条第２項の規定による県外協議書の提出があったときは、その内容を審査し、

当該県外産業廃棄物の処分又は保管を認めるときは、次に定める事項を記載した通知書(以下

「県外協議結果通知書」という。)を事業者に交付するものとする。 

 (１) 事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、代表者の氏名 

 (２) 県外産業廃棄物を排出する事業場の名称及び所在地並びに当該事業場が建設工事等の現場

である場合にあっては、発注者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、代表者の氏

名 

 (３) 処分方法又は保管方法ごとの県外産業廃棄物の種類及び量 

 (４) 県外産業廃棄物を処分し、又は保管する期間 

 (５) 県外産業廃棄物の収集・運搬若しくは処分又は保管を他人に委託する場合は、委託しよう

とする処理業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、代表者の氏名 

 (６) 県外産産業廃棄物を処分し、又は保管する施設の所在地 

 (７) その他県外産業廃棄物の処理を行うにあたり遵守すべき事項 

２ 県外協議結果通知書（第７条第１項第３号エに掲げる処分に係るものを除く。次項において同

じ。）の交付を受けた事業者は、市内において、他人に委託して県外産業廃棄物を処分し、又は

保管する場合には、当該通知書の写しを当該受託者に交付しなければならない。 

３ 県外協議書結果通知書の交付を受けた事業者から県外産業廃棄物の処分又は保管を受託した処

理業者は、前項の規定による通知書の写しの交付を受けた後でなければ、当該県外産業廃棄物を

処分し、又は保管してはならない。 

４ 第７条第１項第３号エに掲げる処分に係る県外協議書を提出した中間処理事業者及び最終処分

業者は、県外協議結果通知書の交付を受けた後でなければ、当該処分をしてはならない。 

５ 第１項第４号に規定する期間は、次の各号に掲げる処分又は保管の区分に応じ、当該各号に定

める期間とする。 

(１) 第７条第１項第３号ア又はイに掲げる処分 １年以内。 

(２) 第７条第１項第３号ウに掲げる保管 ６月以内。ただし、ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管

する場合については、この限りでない。 

(３) 第７条第１項第３号エに掲げる処分跡地利用を含む計画で示され､市長が認めた期間 

 （埋立終了後の跡地利用等） 

第９条の２ 第７条第１項第３号エに掲げる処分及び埋立終了後の跡地利用は、県外協議書で示さ



れ、県外産業廃棄物の排出場所、排出量その他の内容について市長が適当と認め、県外協議結果

通知書の交付を受けた跡地利用を含む計画に基づいて行わなければならない。 

（県外協議書の内容の変更） 

第１０条 事業者は、県外協議書の内容の変更（第５項に規定する変更を除く。）をしようとする

ときは、その旨を記載した変更県外産業廃棄物処分協議書（以下「変更県外協議書」という。）

を市長に提出しなければならない。 

２ 変更県外協議書は、第７条第１項第３号アからウまでに掲げる処分又は保管に係るものについ

ては様式第１号の８、同号エに掲げる処分に係るものについては様式第１号の９による。 

３ 変更県外協議書には、第８条第４項各号に掲げる書類のうち県外協議書の内容の変更に係る書

類を添付しなければならない。 

４ 第９条の規定は、変更県外協議書の提出があった場合について準用する。 

５ 事業者は、第８条第２項第１号、第２号（排出する事業場の所在地を除く。）、第６号、第７

号及び第８号（収集又は運搬をする者に限る。）に掲げる事項並びに同条第３項第５号の規定に

より提出した運搬経路を変更したときは、変更の日から１０日以内にその旨を記載した県外産業

廃棄物の処分（保管）に関する変更届出書（様式第１号の１０）を市長に提出しなければならな

い。この場合において、収集運搬業者に関する変更があるときは、当該収集運搬業者の省令第１

０条の２の許可証の写しその他の受託者が当該運搬を業として行うことができる者であることを

証する書類を添付しなければならない。 

６ 市長は、事業者が前項の規定による届出をした場合において、当該届出に係る事項が、第９条

第１項に規定する県外協議結果通知書の記載事項に該当するときは、当該協議結果通知書の書換

えを行い、これを交付するものとする。 

（県外産業廃棄物の処分報告） 

第１１条 県外協議結果通知書（第７条第１項第３号エに掲げる処分に係るものを除く。）の交付

を受けた事業者は、当該通知書に係る県外産業廃棄物の処分又は保管を行ったときは、第９条第

１項第４号の規定による期間の末日から１０日以内に法第１２条の３に規定する管理票の写しそ

の他の当該県外産業廃棄物の処理の状況を示す書類とともに、県外産業廃棄物の処分（保管）実

績報告書（様式第１号の１１）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する管理票には、第９条第１項に規定する通知書の日付及び番号を記入しなければ

ならない。 

第１１条の２ 第７条第１項第３号エに掲げる処分に係る県外協議結果通知書の交付を受けた事業

者及び最終処分業者は、１月から３月まで、４月から６月まで、７月から９月まで及び１０月か

ら１２月までの各区分による期間（以下この条において「四半期」という。）における県外産業

廃棄物の処分の状況を記載した県外産業廃棄物の処分実績報告書（様式第１号の１２）を当該四

半期の翌四半期の初日から３０日以内に、市長に提出しなければならない。ただし、市長が必要

と認めるときは、市長が指定した期間の報告書を提出しなければならない。 

（公表） 

第１１条の３ 市長は、第７条第１項第３号に掲げる処分又は保管に係る県外協議書（変更県外協



議書を含む。以下この条において同じ。）及びこれに係る第１１条又は前条の報告書の提出があ

ったときは、遅滞なく、当該県外協議書及びこれに添付された第８条第４項各号に掲げる書類並

びに当該報告書の内容を高松市環境指導課その他市長が適当と認める場所において一般の閲覧に

供する方法により公表するとともに、当該県外協議書及び当該報告書の内容をインターネットの

利用により公表するものとする。 

２ 前項の規定による公表は、同一の者から２以上の県外協議書の提出があった場合には、当該２

以上の県外協議書及びこれに係る第１１条又は前条の報告書の要旨を記載した一覧表をインター

ネットの利用により公表することをもって、これに代えることができる。 

（香川県に提出された協議書に関する説明） 

第１２条 市長は、第７条第１項第３号エに掲げる処分と同種の処分（市内の中間処理施設を経由

するものに限る。）について、香川県知事から香川県産業廃棄物処理等指導要綱の規定に基づく

協議書の写しの送付を受けたときは、当該協議書を香川県知事に提出した者に対し、その内容に

ついて説明を求めることができる。 

   ４章 産業廃棄物処理施設の設置等に係る事前協議 

 （事前指導申出書の提出） 

第１３条 許可施設設置予定者又は処分業対象施設設置予定者は、第１４条第１項又は第１７条第

１項の協議書を提出しようとするときは、あらかじめ、産業廃棄物処理施設等の設置に係る事前

指導申出書（様式第１号の１３。以下「事前指導申出書」という。）を市長に提出しなければな

らない。 

２ 事前指導申出書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 当該施設を設置しようとする土地の登記簿又は建物の登記簿の謄本及び公図の写し（不動

産登記法(平成１６年法律第１２３号)第１４条に規定する地図をいう。以下同じ。） 

 (２) 当該施設の付近の見取図及び当該施設の配置図（公図の写しに記載したもの。） 

 (３) 事業計画の概要を記載した書類 

 (４) 当該施設の概要を明らかにする図面 

３ 市長は、事前指導申出書の提出があったときは、行政機関等に事前指導申出書の写しを送付

し、施設の設置に係る問題点等(以下「問題点等」という。)について回答を求めるものとする。 

４ 市長は、前項の回答があったときは、問題点等を許可施設設置予定者又は処分業対象施設設置

予定者に通知するものとする。 

５ 許可施設設置予定者又は処分業対象施設設置予定者は、前項の通知を受けたときは、行政機関

等と協議し、問題点等について講じる措置を市長に回答しなければならない。 

 （産業廃棄物処理施設の設置等に係る協議書の提出） 

第１４条 許可施設設置予定者又は処分業対象施設設置予定者は、あらかじめ、別表第１の左欄に

掲げる設置者の区分に応じ、同表の右欄に定める協議書を市長に提出し、協議しなければならな

い。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 省令第１１条第６項各号に掲げる書類（これらについては同条第７項及び第８項の規定の



例によることができる。）及び図面 

 (２) 法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設を設置する場合（省令第１１条の３各号

のいずれかに該当する場合を除く。）にあっては、法第１５条第３項に規定する生活環境に

及ぼす影響についての調査の結果を記載した書類 

 (３) その他市長が必要と認めた書類又は図面 

３ 市長は、第１項に規定する協議書の提出があったときは、生活環境保全上の観点からその内容

を審査し、必要があると認めるときは、必要な指導を行うものとする。 

 （熱回収施設設置者の認定に係る協議書の提出） 

第１４条の２ 法第１５条の３の３第１項の規定による熱回収施設設置者の認定の申請を行おうと

する者は、あらかじめ、熱回収施設設置者認定協議書（様式第３号の２）を市長に提出し、協議

しなければならない。 

２ 前項の協議書には、省令第１２条の１１の５第２項において準用する省令第５条の５の５第２

項各号に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

３ 市長は、第１項に規定する協議書の提出があったときは、生活環境保全上の観点からその内容

を審査し、必要があると認めるときは、必要な指導を行うものとする。 

 （事前指導申出書の変更） 

第１５条 事前指導申出書を提出した者は、当該事前指導申出書の内容を変更しようとするとき

は、変更後の内容を記載した事前指導申出書を市長に提出しなければならない。 

２ 第１３条第２項から第５項までの規定は、前項の場合について準用する。 

 （産業廃棄物処理施設の設置等に係る協議書の変更） 

第１６条 第１４条第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容の変更（許可施設にあって

は省令第１２条の８各号に掲げる変更に、処分業対象施設にあっては当該変更に相当する変更に

限る。）をしようとするときは、変更後の内容を記載した産業廃棄物処理施設等変更協議書（様

式第４号）を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 第１４条第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （熱回収施設設置者の認定に係る協議書の変更） 

第１６条の２ 第１４条の２第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容を変更しようとす

るときは、変更後の内容を記載した協議書を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 第１４条の２第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （処理業の許可申請に係る協議書の提出） 

第１７条 法第１４条第１項、第６項若しくは第１４条の２第１項の規定による産業廃棄物処理業

の許可又は法第１４条の４第１項、第６項若しくは第１４条の５第１項の規定による特別管理産

業廃棄物処理業の許可の申請を行おうとする者は、あらかじめ、別表第２の左欄に掲げる許可の

区分に応じ、同表の中欄に定める協議書を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前項の協議書には、別表第２の右欄に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。ただ

し、市長が必要ないと認めた場合は、この限りではない。 

３ 市長は、第１項の協議書の提出があったときは、生活環境保全上の観点からその内容を審査



し、必要があると認めるときは、必要な指導を行うものとする。 

４ 第１項の協議書が産業廃棄物処分業又は特別管理産業廃棄物処分業に係るものであるときは、

市長は、前項の審査において、当該産業廃棄物処分業又は特別管理産業廃棄物処分業を行うため

に必要な施設が現に設置されていることを確認するものとする。 

 （処理業の許可申請に係る協議書の変更） 

第１８条 前条第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容を変更しようとするときは、変

更後の内容を記載した協議書を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前条第２項から第４項までの規定は、前項の場合について準用する。 

   第５章 許可施設の承継に係る事前協議 

 （許可施設の譲受け等に係る協議書の提出） 

 （２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定に係る協議書の提出） 

第１８条の２ 法第１２条の７第１項の規定による認定を受けようとする者は、あらかじめ、様式

第１０号の２による協議書を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 省令第８条の３８の５第４項各号に掲げる書類 

 (２) その他市長が必要と認めた書類又は図面 

３ 市長は、第１項に規定する協議書の提出があったときは、生活環境保全上の観点からその内容

を審査し、必要があると認めるときは、必要な指導を行うものとする。 

 （２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の認定に係る協議書の変更） 

第１８条の３ 前条第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容を変更しようとするとき

は、変更後の内容を記載した協議書を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例の変更の認定に係る協議書の提出） 

第１８条の４ 法第１２条の７第７項の規定による変更の認定を受けようとする者は、あらかじ

め、様式第１０号の３による協議書を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 省令第８条の３８の６第２項に掲げる書類 

 (２) その他市長が必要と認めた書類又は図面 

３ 第１８条の２第３項の規定は、第１項の場合について準用する。 

第１９条 法第１５条の４において準用する法第９条の５第１項の規定による許可を受けようとす

る者は、あらかじめ、産業廃棄物処理施設譲受け等協議書(様式第１１号)を市長に提出し、協議

しなければならない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 省令第１２条の１１の１２第２項各号に掲げる書類(これらについては同条第３項の規定

の例によることができる。） 

 (２) その他市長が必要と認めた書類又は図面 

３ 市長は、第１項に規定する協議書の提出があったときは、当該許可施設の設置及び維持管理の



能力の観点からその内容を審査し、必要があると認めるときは、必要な指導を行うものとする。 

 （許可施設の譲受け等に係る協議書の変更） 

第２０条 前条第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容を変更しようとするときは、変

更後の内容を記載した協議書を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （許可施設設置者である法人の合併又は分割に係る協議書の提出） 

第２１条 法第１５条の４において準用する法第９条の６第１項の規定による認可を受けようとす

る者は、あらかじめ、合併・分割協議書（様式第１２号）を市長に提出し、協議しなければなら

ない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類等を添付しなければならない。 

 (１) 省令第１２条の１１の１３第２項各号に掲げる書類(これらについては同条第３項の規定

の例によることができる。） 

 (２) その他市長が必要と認めた書類又は図面 

３ 市長は、第１項に規定する協議書の提出があったときは、当該許可施設の設置及び維持管理の

能力の観点からその内容を審査し、必要があると認めるときは、必要な指導を行うものとする。 

 （許可施設設置者である法人の合併又は分割に係る協議書の変更） 

第２２条 前条第１項の協議書を提出した者は、当該協議書の内容を変更しようとするときは、変

更後の内容を記載した協議書を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

 （提出書類の特例） 

第２２条の２ この要綱の規定により同時に二以上の協議書その他の書類を提出する場合におい

て、各協議書その他の書類に添付すべき書類の内容が同一であるときは、一の協議書その他の書

類にこれを添付し、他の協議書その他の書類には市長が別に定める添付書類省略一覧表を添付す

ることにより、一の協議書その他の書類に添付した書類の添付を省略することができる。 

   第６章 報告 

第２３条 許可施設設置者は、毎年６月３０日までに、その年の３月３１日以前の１年間の当該事

業場における産業廃棄物の処理に関し、産業廃棄物の種類ごとに様式第１３号に よる報告書を

市長に提出しなければならない。 

２ 処理業者は、毎年６月３０日までに、その年の３月３１日以前の１年間における産業廃棄物又

は特別管理産業廃棄物の収集、運搬又は処分に関し、産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の種類

ごとに様式第１５号による報告書を市長に提出しなければならない。 

  第７章 指導監視等 

 （産業廃棄物指導監視） 

第２４条 市長は、産業廃棄物の適正処理の確保を図るため、必要に応じ、当該職員に、事業者又

は処理業者に対し、指導票を交付させるものとする。 

２ 前項の規定により指導票の交付を受けた事業者又は処理業者は、速やかに、改善措置を講じる

とともに、その実施状況を記載した報告書を市長に提出しなければならない。 



 （不法投棄等の対策） 

第２５条 市長は、産業廃棄物の不法投棄等の不適正な処分に迅速に対応するため、必要に応じ、

関係機関等の協力を求めるものとする。 

２ 事業者は、処理を委託した産業廃棄物が処理業者によって不法投棄等された場合には、当該処

理業者と連帯して、当該不法投棄産業廃棄物の回収、投棄場所の原状回復等に努めなければなら

ない。 

３ 処理業者は、事業者から受託した産業廃棄物の運搬を他の処理業者に再委託した場合におい

て、再委託を受けた処理業者によって不法投棄等された場合には、当該再委託を受けた処理業者

及び事業者と連帯して、当該不法投棄産業廃棄物の回収、投棄場所の原状回復等に努めなければ

ならない。 

 （委任） 

第２６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行前に香川県産業廃棄物処理等指導要綱（平成１０年６月１７日施行。以下「県

要綱」という。）の規定により香川県知事若しくは香川県の保健所長（以下「知事等」という。）

が行った処分その他の行為又はこの要綱の施行の際現に県要綱の規定により知事等に対して行って

いる協議その他の行為で、この要綱の施行の日以後において市長が管理し、及び執行することとな

る事務に係るものは、同日以後においては、この要綱の相当規定により市長が行った処分その他の

行為又は市長に対して行った協議その他の行為とみなす。 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年１月２６日から施行し、改正後の高松市産業廃棄物処理等指導要綱の規

定は平成１８年１１月１日から適用する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第９条第４項の規定は、この要綱の施行日以後に提出された県外協議書に係る県外産

業廃棄物の処分又は保管について適用し、同日前に提出された県外協議書に係る県外産業廃棄物の

処分又は保管については、なお従前の例による。 



   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年８月１日から施行し、改正後の高松市産業廃棄物処理等指導要綱の規程

は、同年７月９日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、旧要綱に規定する様式の用紙で現に残存するものは、所要の修正を加

え、なお使用することができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、旧要綱に規定する様式の用紙で現に残存するものは、所要の修正を加

え、なお使用することができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１６条第１項の規定は、この要綱の施行の日以後に提出される変更の協議書につい

て適用し、同日前に提出された変更の協議書については、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年９月１６日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和６年２月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和７年１０月１日から施行する。 

 


